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地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により，審査に付された令和元年

度宇土市財政の健全化判断比率について審査を実施したので，その結果について次のとおり意見

書を提出します。
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令和元年度宇土市財政の健全化判断比率審査意見について



１．審 査 の 期 間

　令和２年７月６日から７月３１日まで

　令和３年１月２９日から２月５日まで

２．審 査 の 方 法

３．審 査 の 結 果

（１）総括的意見

（２）是正改善を要する事項

　特に指摘すべき事項はない。

（３）担当課提出資料は，次のとおりである。

20.00

健全化判断比率の審査にあたっては，市長から送付された健全化判断比率報告書及びその算定

の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているか否かについて，関係職員の説明等を求

め実施した。

審査に付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類はいずれも適正に

作成されているものと認めた。平成３０年度同様，早期健全化基準を下回っており，今後も引き続き，

健全な財政運営に努められるよう要望する。

（　）内は平成３０年度数値

区 分
令和元年度
（確定値）

平成３０年度
（確定値）

早期健全化基準 財政再生基準

（20.00）

30.00 （30.00）

実 質 赤 字 比 率
％ ％ ％ ％

― ― 13.61

連結実質赤字比率 ― ― 18.61 （18.62）

（13.62）

（35.0）

将 来 負 担 比 率 2.7 22.1 350.0 （350.0）

実 質 公 債 費 比 率 9.8 9.4 25.0 （25.0） 35.0



財政健全化比率の状況（Ｒ１算定）

令和元年度 （単位：％）

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

― ―

(△ 4.04) (△ 25.11)

― ―

(△ 8.78) (△ 27.06)

13.61 18.61 25.0 350.0

20.00 30.00 35.0

（注１）実質赤字比率，連結実質赤字比率は黒字であれば「－」となる。

　　　　参考として比率を表示しているが黒字の比率は「△」表示される。

（注２）早期健全化基準，財政再生基準はＲ１算定によるもの。（標準財政規模等により変動）

　　　　

財政再生基準
（レッドカード）

確 定 値 9.8 2.7

（参考）
平成３０年度確定値 9.4 22.1

早期健全化基準
（イエローカード）



　■早期健全化基準（黄）　 13.61%

　■財政再生基準（赤） 20.00%

赤字なし

8,593,129

R1 H30

・ 繰上充用額：歳入不足のため，翌年度歳入を繰上げて充用した額 [ 0 ] [ 0 ]

・ 支払繰延額：実質上歳入不足のため，支払を翌年度に繰延べた額 [ 0 ] [ 0 ]

・ 事業繰越額：実質上歳入不足のため，事業を繰越した額 [ 0 ] [ 0 ]

※

（H30：赤字なし）

「一般会計等」とは，一般会計及び特別会計のうち次の①～③以外のもの
　①地方公営企業法第2条の適用企業に係る特別会計
　②地方財政法第6条の公営企業に係る特別会計のうち，①以外のもの
　③上記①及び②に掲げるもののほか，国民健康保険事業，介護保険事業，後期高齢者医療事業等に係る特別会計

①実質赤字比率

　一般会計等(※)を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率

（単位：千円）

R1

繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額）
＝ ＝ － （※赤字なし）

標準財政規模



　■早期健全化基準（黄）　 18.61%

　■財政再生基準（赤） 30.00%

赤字なし

8,593,129

R1 H30

(A) [ 0 ] [ 0 ]

(B) [ 0 ] [ 0 ]

(C) [ 552,899 ] [ 958,305 ]

≪内訳≫

　◆ 一般会計 [ 347,300 ] [ 749,331 ]

[ 25,229 ] [ 133 ]

　◆ 介護保険特別会計 [ 180,369 ] [ 208,841 ]

[ 1 ] [ 0 ]

[ 0 ] [ 0 ]

(D) [ 1,605,132 ] [ 1,348,215 ]

≪内訳≫

　◆ 水道事業会計（法適） [ 684,072 ] [ 617,994 ]

[ 863,900 ] [ 717,443 ]

[ 57,159 ] [ 12,777 ]

[ 1 ] [ 1 ]

(※1)公営企業以外の特別会計…国民健康保険，介護保険，後期高齢者医療特別会計，入学準備祝金給付基金特別会計

(※2)公営企業の特別会計…水道事業，公共下水道事業，簡易水道事業，漁業集落排水施設整備事業特別会計

一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち，実質黒字を生じた会
計の実質黒字の合計額

②連結実質赤字比率

（単位：千円）

（H30：赤字なし）

一般会計及び(※1)公営企業以外の特別会計のうち，実質赤字を生じ
た会計の実質赤字の合計額

(※2)公営企業の特別会計のうち，資金不足額を生じた会計の資金の
不足額の合計額

　全会計を対象とした実質赤字（又は資金不足額）の標準財政規模に対する比率

R1

＝ ＝ － （※赤字なし）
（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ）

標準財政規模

　◆ 国民健康保険特別会計

　◆ 入学準備祝金給付基金特別会計

　◆ 公共下水道事業会計（法適）

　◆ 簡易水道事業特別会計（法非適）

　◆ 漁業集落排水施設整備事業特別会計（法非適）

公営企業の特別会計のうち，資金の剰余額を生じた会計の資金の剰
余額の合計額

　◆ 後期高齢者医療特別会計



H29 H30 R1 R1 H30

689,105 704,657 790,073

7,293,841 7,377,265 7,474,594

9.45% 9.55% 10.57%

R1 H30

(E) [ 1,674,855 ] [ 1,622,638 ]

　※元利金のみで公債諸費等は含まない

(E') [ 328,820 ] [ 329,798 ]

[ 0 ] [ 0 ]

[ 228,142 ] [ 229,966 ]
≪内訳≫

　◆ 水道事業会計（法適） [ 0 ] [ 0 ]

　◆ 公共下水道事業会計（法適） [ 200,984 ] [ 203,212 ]

　◆ 簡易水道事業特別会計（法非適） [ 9,335 ] [ 8,931 ]

　◆ 漁業集落排水施設整備事業特別会計（法非適） [ 17,823 ] [ 17,823 ]

③実質公債費比率

（元利償還金(E)＋準元利償還金(E')）－（特定財源(F)＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額(F')）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

][ [

（単位：千円）

　一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率（３ヶ年平均）

[ ×100 ] ] ÷3 ＝ 9.8% ]9.4%[

（3年平均）

②一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち，公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの

①満期一括償還地方債について，償還期間を30年とする元金均等年賦償還をした場合の1年あたりの元金償還相当額

　■早期健全化基準（黄）　

　■財政再生基準（赤）

25.0%

35.0%

準元利償還金の内容

×100 ][ ＋×100 ＋

元利償還金…元利償還金のうち繰上，満期一括等を除いたもの



[ 100,659 ] [ 99,809 ]

　※宇城広域連合に対する負担金のみ

[ 19 ] [ 23 ]

　※熊本県が行う自立経営体育成資金利子補給金

⑤一時借入金の利子 [ 0 ] [ 0 ]

(F) 特定財源 [ 95,067 ] [ 99,036 ]

≪内訳≫

　◆ 公営住宅使用料 [ 78,365 ] [ 85,658 ]

　◆ 公的賃貸住宅家賃低廉化事業補助金 [ 16,702 ] [ 13,378 ]

(F') 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 [ 1,118,535 ] [ 1,148,743 ]

≪内訳≫

　◆ 事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費 [ 325,963 ] [ 358,673 ]

　◆ 災害復旧費等に係る基準財政需要額 [ 734,550 ] [ 731,480 ]

　◆ 密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金及び準元利償還金 [ 58,022 ] [ 58,590 ]

※ 標準財政規模 [ 8,593,129 ] [ 8,526,008 ]

③組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち，組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの

④債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの



350%

基準なし

R1

24,334,316 － 202,937

8,593,129 － 7,474,594 ※小数点第2以下切り捨て

H30

24,419,659 － 1,637,696

8,526,008 － 7,377,265

R1 H30

(G) [ 24,334,316 ] [ 24,419,659 ]

[ 19,755,016 ] [ 19,796,252 ]

[ 0 ] [ 0 ]

[ 2,621,298 ] [ 2,673,758 ]
≪内訳≫

　◆ 水道事業会計（法適） [ 0 ] [ 0 ]

　◆ 公共下水道事業会計（法適） [ 2,295,563 ] [ 2,336,360 ]

　◆ 簡易水道事業特別会計（法非適） [ 76,912 ] [ 75,934 ]

　◆ 漁業集落排水施設整備事業特別会計（法非適） [ 248,823 ] [ 261,464 ]

[ 415,432 ] [ 400,427 ]

　※宇城広域連合が対象

④将来負担比率

＝

×100 ＝ 2.7%＝

]

将来負担額の内容

　一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率

（単位：千円）

将来負担額(G)－（充当可能基金額(H)＋特定財源見込額(I)＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額(J)）

1,118,535

24,131,379

　■早期健全化基準（黄）　

　■財政再生基準（赤）

④当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

[
1,148,743

22,781,963

①一般会計等の地方債残高

②債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第5条各号の経費に係るもの）

③一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの負担等見込額

×100 ＝ 22.1%



[ 1,542,570 ] [ 1,517,221 ]
≪内訳≫

　◆ 一般職に属する職員（ 254 名）　※前年度比+5名 [ 1,530,864 ] [ 1,512,624 ]

　◆ 特別職に属する職員（ 3 名）　※前年度比+1名（副市長） [ 11,706 ] [ 4,597 ]

[ 0 ] [ 32,001 ]

　※負債に係る項目から資産に係る項目を引いて算出した結果マイナスとなるため算定する値は0となる

[ 0 ] [ 0 ]

[ 0 ] [ 0 ]

(H) [ 6,323,959 ] [ 6,067,391 ]

　※基金残高合計6,377,235千円のうち漁業集落減債基金43,472千円及び浄化槽設置基金9,804千円を除いた額を計上

(I) 特定財源見込額（地方債を財源とする貸付金の償還金，公営住宅使用料等） [ 564,927 ] [ 717,887 ]
≪内訳≫

　◆ 国庫支出金等（公的賃貸住宅家賃低廉化事業補助金） [ 56,836 ] [ 66,890 ]

　◆ 地方債を財源とする貸付金の償還金（災害援護資金貸付金） [ 3,400 ] [ 3,600 ]

　◆ 公営住宅の賃貸料等（住宅使用料） ※3カ年の平均により充当見込額を算出 [ 504,691 ] [ 647,397 ]

(J) 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 [ 17,242,493 ] [ 15,996,685 ]

充当可能基金額

⑤退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち，一般会計等の負担見込額

⑥地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額，その者のために債務を負担している場合の当該債務のうち当該法
人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額

⑦連結実質赤字額

⑧組合等の連結実質赤字相当額のうち，一般会計等の負担見込額


